第１１回とちぎ自治基本条例（仮称）検討懇談会議事録
○　西須　政策調整監
　ただいまから第11回目のとちぎ自治基本条例(仮称)検討懇談会を開催させていただきます。

一木委員及び井上委員からは、欠席の御連絡をいただいております。
　まず、お手元の資料の御確認をお願いします。
※資料確認
　　それでは、中村座長、進行をよろしくお願いします。

○　中　村　座長

　前回の懇談会では、私の試案をお示しして皆様に御議論いただきました。まず、各委員からいただいた御意見をもとに「検討の論点」及び「論点に対する考え方」について事務局に整理してさせていますので、事務局から資料の説明をお願いします。

· 高橋次長兼総合政策課長（以下「高橋次長」）より、資料１について説明。
○　中　村　座長

　今、事務局から説明があったように、前回の懇談会で試案に対して出された意見と、懇談会終了後に皆様から事務局に寄せられた意見等を踏まえ、試案を一部修正いたしました。直したものを本日の懇談会の報告書（案）として皆様にお示ししております。修正箇所について事務局から説明をお願いします。

※　高橋次長より、資料３について説明。
【以下、意見交換】
○　中　村　座長

皆様の御意見が反映された報告書(案)になっていると理解してよろしいか。この案をもって最終の報告書とすることでよろしいか。
異議がないようなので、これを正式な報告書として製本して、後日、知事に直接報告することとしたい。ただし、細部の字句の修正が出た場合は、私の責任校正としてよろしいか。
○　吉　谷　委員

　　資料３の２ページ、「背景」の中に「地域間格差の問題」と書いてある。地域間格差が生じない状況をつくることが、県の自治基本条例の役割となるのではないか。
医療や福祉については、どうしても地域間格差が生じてくるのが事実である。東京の日の出町が、後期高齢者医療制度における保険料は町が全部負担するということにしたようだが、これはおかしい。後期高齢者医療制度は７５歳を過ぎても全ての人が健康で暮らせるようにとつくったものだ。費用を全て行政で負担するということができればいいが、それはできない。特に医療や福祉については、宇都宮市でも那須烏山市でも同じ条件でなければならないと思うが、どうしても格差が生まれてくる。選挙や議員の発言によって生まれてくる可能性もある。
こういったことをこの条例でコントロールできないか。県であれば何らかの調整ができるはずだ。

○　中　村　座長

　　御指摘の箇所は、報告書全体の性格から見ると「背景」ということになる。具体的な各論の部分には盛り込めないと思うが。
○　吉　谷　委員

　　医療費助成を今度はどこかの市町で中学３年から高校までやるという話が出てきた場合には、各論で規定すれば少し待ってほしいという話ができるのか。
○　鈴　木(俊)委員

　　それは県と市町村との関係の規定のところで検討するのではないか。

○　吉　谷　委員
　　市町村の自治基本条例であればいいのだが、県の条例なのだから、３１市町の調整ができるものでなければならない。
○　和　田　委員

　　　そのようなことは、基本的には市長会等で今後検討すべきことではないか。基本的に県は格差を調整する財源を持っていない。
· 吉　谷　委員

市町間で調整することは難しい。

○　増　渕　委員
　　報告書は、これで条例を制定するということではなくて、制定に向けた入り口となるものである。ここでは問題点を指摘するにとどめておいて、県と市町村間、県と県議会、もちろん県民全般の方との意見の調整をしなければ、条例制定には至らないという報告書である。
○　吉　谷　委員

　　今、県全体の問題になっているのが消防である。国の指導で広域化するということだが、日光市は県の４分の１の面積があって、人口は９万人しかいない。奥の方で火事があれば自衛隊のヘリが出動するということになり、日光市だけではコントロールできない。だから全県一区にした。ところが、県は予算がないから、全県一区にしながらも全県的に対応できないでいる。法令上、財源は市町村が負担するということだが、法律を変えればできる。
○　増　渕　委員

　今回、県に移ったのは指揮権だけである。
○　吉　谷　委員

　　しかし、予算がなければ火を消せないし、災害に対応できない。せっかく自治基本条例ができるのであれば、こういった点についても機能を発揮できるようにしなければならない。
○　増　渕　委員

　　今すぐ自治基本条例ができるわけではない。報告書は条例をつくるための入り口であって、まだできない。

○　吉　谷　委員
　　できた場合には、県がコントロールできなければ意味がないと思う。

○　和　田　委員

　　個別案件については、今後相談する場所をつくって検討すべき。それから、県にも団体自治権があるので、県の財政状況を勘案し、その立場を考慮しながら、今後調整していくことになるだろう。この報告書は、その元をつくろう、方向性はこれでいこうということである。
○　増　渕　委員

　　今のような意見が出るだろうから、そういう意見を一つひとつ協議した上でないと、自治基本条例をつくる意味がないということを報告書は言っている。
○　吉　谷　委員

　　議員の歳費や定数について議論する場やシステムはないが、誰が議論していくのかといった点も課題として考えられる。

○　鈴　木(光)委員

　　１３ページの下に「市町村との連携」という項目がある。要するに、県と市町村の協議の場をきちんと設けないと絵に描いた餅になるのではないか、ということを書き込んでいる。

○　増　渕　委員

　　市町村との連携の具体例としては、いわゆる３分の１条項があげられていたが、懇談会で議論を詰めて時期尚早だということで、一応ノーに近い答えが出た。

○　和　田　委員

　　市町村も大切だけれど、県というまとまりもないがしろにできない。だからこれからは県の状況を市町村によく理解してもらって、協議の場で調整する。個別な案件については各市町村の考えも違うだろうし、県としての考えや戦略もあるので、協議の場を設けて、今後みんなで調整していく。それぞれの自治が尊重されて、結果として県も発展するし市町村も発展する方向に行くような舵取りをみんなで考えようということである。

○　吉　谷　委員

　　舵取りは県がやるものではないか。県はコーディネーターであるべきだが、コーディネーターとしての立場にありながら、予算が少ないので躊躇しているという感じがする。何をするにしても、問題は財源だ。

○　和　田　委員

　　ただ、県にも市町村に自由に配れるだけの財源はない。
○　吉　谷　委員

　　ないでは済まされない部分もある。

○　和　田　委員

どうしてもとなると、課税自主権を行使して財源を確保しろということになる。
○　中　村　座長

　　２ページでは、「地域」には「市町村」と「県」が存在すると書いている。市町村のみ、県のみのことを述べているのではなくて、国に対する地方という意味での「地域」という形で総論的に背景を述べている。吉谷委員が指摘された消防や医療格差の問題の記述はないが、今後、現実に自治基本条例の制定に向けた取組が進められていく場合には、指摘のあった点については、重要な各論として出てくるだろう。県の役割は従前からやってきたことであり、そこで予算の問題も出てくると思うので、重要な意見として承る。文言を直せということではないと理解するがよろしいか。
　　他にいかがか。

○　鈴　木(俊)委員

　　吉谷委員の言われたことは重要な視点だと思っている。要するに、県の役割として市町村間の格差の是正に県が力を発揮すべき、調整すべきだという視点だと思う。そのときに重要なのは、全ての格差について格差がないようにしろというのは、多分不可能ということだ。というのは、今は地域間競争の時代でもあるので、私のところはいい町だからぜひ来てくださいということでみんな争っている。ただ問題はその争い方である。医療や福祉など、最低限どこでも同じようなレベルの保障がなければならない項目で争うのはおかしい。争っていい部分と一律であるべきところを、もう少し分けて考える必要があると思う。
ついては、１３ページの「市町村との連携」という項目、あるいは１４ページの「他県との連携等」の中に、他の県との間のことだけではなくて、県内の市町村同士のあってはならない格差を県が調整あるいは応援するという側面も入れてもらえればいいのではないか。医療や福祉という個々のことで争うのはおかしいということだと思う。例えば、県は子ども医療費に関して、全県一律で小学３年生まで半分補助するという制度をつくった。そうすると、お金のあるところは、「小学６年生までやる」「中学３年生までやる」ということになるが、お金のないところはやりたくてもできない。そういうことでいいのかと思う。これでは際限がなくなる。例えば栃木県として、小学校３年生まで助成しようとなったら、お金がある市町も歩調を合わせるといったことに向けて、県が調整機関のような役割を果たしてもらえれば、という想いが正直ある。
○　和　田　委員

　　私は、ミニマム水準として県がどこまで保障するかということだと思う。例えば小児医療費助成も、本当に小学校６年生まで全ての人が受けるべきなのかどうか。栃木県の場合はそういう形にするかもしれないが、ほかの府県はそこまでやっていない。３年生というのもかなり先進的で重きを置いてやっている項目であると思う。結局、地域間で県内のマキシマムに水準を合わせるのではなく、ミニマムの水準がどうあるべきかを最初に考えなければならない。その点については、地域間格差があってはならない。全県どこに行っても一定水準以上の行政サービスを受けられるというのは県の仕事かもしれないけれども、そこから追加の部分をどうするかは、個々の首長の判断あるいは個々の地域、市町の特性によると思う。

私は宇都宮市の行政改革の取組に参加しているが、行革と税収の増加により、４年間で約１１０億円を捻出している。宇都宮市として、ミニマムではなくて都市間競争を勝ち抜く次の戦略を考えていく場合には、行革努力をしながら地域としてどう発展させていくのかということを、当然考えていかなければならないだろう。

しかし、行革努力を宇都宮市でやってきた、あるいは宇都宮市は市内の企業が非常に好調で税収が増えた、だからそういう形でできたということを、県がみんな一緒にやった方がいいからということで均一にしてしまうと、個々の市がいろいろな戦略を考え、いろいろな努力をしていることに対して県が一つの線を引いてしまうことになる。それによって、例えば小学校６年生まで全部一緒にしてしまうと、宇都宮市が当初狙っていたような効果は恐らくないだろう。結果として、市が一生懸命やっていた自治の努力、自分たちで考えた努力がそこで否定されることになるかもしれない。あるいは、宇都宮市が６年生の水準までいくと、ほかの市町村も同じようにやらないと住民は納得いかないので、そこまで上げていかなければならなくなる。
そうなってくると、それぞれの地域間格差の是正はより上の水準で行うことになる。合わせて、こういうものは大体経常経費だから、今度は県の財政が市町村より逼迫する。県税収入は市町村と違って非常に景気に対して弾力的なので、景気が悪くなると非常に落ち込む。そうすると、みんなで一生懸命考えて努力しても、結果として県が財政再生団体に落ちるための努力をしていることになりかねない。市町村の言われることも重要なことだとは思うが、県としての団体自治も少し考える必要がある。結果として最終的に県が財政再生団体になってしまったら、市町村に対していろいろなことができなくなる。では、財政再生団体にしないためにはどうするか。一つは人件費を削減することだろう。しかし、教育と警察は国との兼ね合い等もありなかなかカットできないので、県の一般職員の給与を減らすとなると、今度は当然市役所の職員にも影響が出るかもしれないし、景気が落ち込んでいる県内の中小企業の賃金にも影響が出るかもしれない。行政の問題は、様々な問題に非常に複雑に関連していると思う。その中で、個別の問題については個別にしっかりと議論をしてもらわなければいけない。例えば今回は小児医療の問題が出ているけれども、消防の問題を考えるともっと難しい問題が出てくる。その水準について、個別に考えていくのは大変なことである。
○　吉　谷　委員

　　格差は、それぞれの市の努力の差ではなく、アイデンティティの差ではないか。宇都宮市はラッキーであるとも言える。土地があって企業が来る。幾ら努力をしても企業が来ない町もある。職員の給与も減らしたが、企業は来ない。地方交付税も減額される。地方交付税の依存額が３０％を超えている市もある。地方交付税の不交付団体は、宇都宮市のほか上三川町、真岡市、小山市、芳賀町の５つで、それ以外は全部交付団体である。中でも３４％というところもあり、血の出るような努力をしている。宇都宮市の努力どころではない、もっとすごい努力をしている場合もある。にもかかわらず交付団体になってしまう。そのようなことを宇都宮市の人はもう少し意識してほしい。自分のところは努力したおかげでよくなったのだとばかりは言い切れないのではないか。
○　鈴　木(光)委員

　　今の話については、地域間格差や限界集落といった問題と合わせて、３ページの上の部分に書いてあるが、最後の部分にあるように、栃木県自身も独自の自治体運営のあり方をきちんと提示しなければならない時期になっている。深い議論はこれから行っていくということではないか。

○　中　村　座長

　　事務局から説明があったように、前回の修正意見とその後の委員の意見を受けて修正したものが報告書案である。先ほど、これで結構だということを言っていただいた。字句の細部の修正、校正については私に任せていただきたいと言って、そこでも了承をいただき、その後、自由意見に移ったと理解していた。吉谷委員、和田委員からは貴重な発言をいただいたが、鈴木俊美委員の意見は中身そのものを修正した方がいいということか。

○　鈴　木(俊)委員

　　そのとおり。
○　中　村　座長

　　これは非常に重要な点であり、検討する必要があると思う。中身を修正するということであれば、もう一度その辺の説明をしていただきたい。

○　鈴  木(俊)委員

　　具体的には、１３ページの「市町村との連携」という項目の中に、県の果たすべき役割として、県内各市町村間の格差の是正等について県が調整機関としてその役割を果たすべきではないかという論点を盛り込んでもらえればと思う。

○　増　渕　委員

　　私はこの段階でそこまで踏み込む必要は全くないと思う。吉谷委員の話を聞いていると、宇都宮市や芳賀町といったところがターゲットになっているのではないかと思うが、そちらの首長たちの意見を聞かずに、一方的にこの場で、鈴木委員や吉谷委員が言ったような修正を行うことは行き過ぎではないか。今後の各市町との協議の中で、その必要があれば、懇談会報告書にとらわれずにその時点で修正されるべきであって、ここで修正すべきことではないのではないか。前文で、確かに背景としてこういう状況があることは事実だと書かれているのだから。

○　中　村　座長

　　鈴木俊美委員から指摘のあったことは、県と市町村との役割分担とか市町村との関係ということで、今後、当然重要なこととして出てくると思う。また、吉谷委員の場合は修正要求ではないということであり、和田委員の場合は増渕委員の意見に近いものだと理解している。鈴木委員には納得していただけるか。ほかの委員はいかがか。
○　鈴　木（俊）委員

　　記載にこだわるわけでない。

○　児　玉　委員

市町村間の格差を是正するという議論は、いわゆる３分の１条項を論点としてこれまでも議論してきた。私は、一定の是認できる多様性と是認できない格差というものがあって、そこを調整するのは県の責務ではないかという主張をしたが、私個人の意見とは別にして、これまでの全体の議論を整理すると、県には市町村間の格差を是正する義務があるという直接的な言い方まで踏み込むようなことはできない。増渕委員から、そこまで直接的に記載するのはどうかという指摘があったが、これまでの議論を考えると、その指摘が正しいのではないか。
ただ、それとは別に私個人の意見を申し上げると、自治基本条例は、総合計画や財政運営といった諸々の県政運営の共通基盤を与えるものである。県自身が栃木県という地域の共通基盤をつくるものである。もちろん画一的に市町村間の格差を是正するということではないにせよ、市町村がきちんと競争できるような環境を整えていくための基盤をつくっていくことは、これからの県としての役割ではないかと思っている。その限りにおいては、格差を是正するというのは言い過ぎにしても、市町村が競争できる共通基盤、環境をつくるところまでは踏み込んでいいのではないかという意見を持っている。ただ、報告書は中村試案をベースにしているので、私個人の意見にとどめさせていただく。

○　鈴　木（光）委員
　　格差に関しては、私はこのままでいいだろうという意見である。ベースには団体自治と住民自治があって、まずは住民自治のところからしっかりやる。そのベースになるのが自治基本条例だろうと最初から言ってきたが、団体自治のところも格差が出ている。住民自治もまさにそういうことで、県内に、本当はあってはいけないのだろうけれども、ある市はＮＰＯの力がかなりあるが、別の市はないといったことがいろいろ出てきている。その意味から、あくまでも住民自治がベースになる、補完性の原理のもと自分でやることが一番大事だろうということを３ページの上の部分にぜひ書き込んでほしいと言った。それを確認するための自治基本条例だろうということだ。現在では、そのターゲットに全然届いていないが、ベクトルが今回出されたというところである。
その先はあるが、現段階ではあまり細かく書き込む必要はない、このままでいいと思う。
○　中　村　座長
　　ここで最終的に確認するが、この報告書（案）について、修正無しということでよろしいか。また、細部の字句の修正については私に一任していただいてよろしいか。
※「異議なし」の声あり。
　

○　中　村　座長
　　それでは、本日の議事については終了とさせていただく。既にいろいろな意見をいただいているが、これからは自由に意見を述べていただきたい。また、懇談会での議論は恐らくこれで最後となるので、感想でも結構である。

○　亀　田　委員

　　私は経済団体からの委員として、地域全体が繁栄して税収が増え、といったことをイメージしながら発言してきた。いずれにしても、上手なお金の使い方をしてほしいと考えている。将来をにらんで、行政改革に長期にわたって取り組み、地域を活性化することを念頭に置きながら話をした。また、国に対しては、儲けの大半が国というのではなくて、地方もお金が入る仕組みが必要であるという、経済的な観点から発言してきた。

先ほどの議論と関連するが、経済界では公正な競争に対するルールが厳しく設けられており、違反すればペナルティもある。市町村単位の行政が競争するということになった場合、それに対して競争のルールのようなものを条項として入れる・入れないということは今議論があったとおりであるが、次の段階には、競争のルールのようなものがあってもいいのではないか。市町村でさんざん競争して、「自分は負けた」、「破壊してさようなら」ではしようがない。そういう競争の仕方ではなくて、建設的な論拠に立った競争をすべきだという前提に立った、最低のルールづくりが、今後は経済界だけではなくて行政間も必要だと思う。県と市町村の関係が報告書に書かれているが、市町村間の競争の仕方に関するルールについてははっきりした記述は探し得なかった。いい競争をして、税収を余り心配しないで発展できる、経済人としてはそういった県内市町村のあり方を基本に物を申していきたいと考えている。
○　児　玉　委員
　　この自治基本条例検討懇談会で大きな論点が２つあった。１つは、県民が県税の使い道を直接選べる制度の導入について。もう一つは、市町村の３分の１で導入している施策については自動的に県が応援する制度の導入について。結論的には直接採用する形にはならなかったが、改めて、県の住民自治や団体自治のあり方を考えるときには、非常に重要な問題提起だったと思う。

　　ここで審議した結論というのは、住民が直接、県税の使い道を決めるということではない。あるいは市町村の施策を直接的、機械的に県の施策に反映するということではない。やはりそこには県の働きというものがあるということだ。県税の使い途については県や県議会における議論が必要であり、市町村の施策を反映するにしても県と市町村の話し合いが重要であるという結論であり、直接的、機械的な仕組みよりは、間接的、対話的な仕組みの方が重要であるという結論に落ち着いたと思う。

　　この結論そのものは妥当だと思うが、逆に言うと、そこから先はまだ踏み込んでいない状況である。私はこの報告書については一応よしとしたが、これから先に取組を進めていきたいと考えているので、できれば事務局に、これから先どのようにこれを具体化していくのか、今後のスケジュールについて見通しがあれば聞かせてほしい。私としては、これから先、これをより具体化していく方策等に関心を寄せて、注視していきたい。

○　鈴　木（俊）委員

　　私が改めて一番感じたのは、「県」という広域自治体の特性があるため、基礎自治体としての市町村が自治基本条例をつくるということとは少し違うということである。大平町で自治基本条例をつくる際には、町がそういうものをつくるべきなのか、つくっていいのかという議論はほとんどなかった。それに対して県という立場になると、その点から議論に入っていかなければならない。何のための県の自治基本条例なのかという論点が非常に重要なことだと認識できたのは、私自身にとっても勉強となった。

　　私はその上でも、やはり県に自治基本条例は必要だという考え方に今も立っているが、それは別にしても、県という存在、これからの県の地方自治におけるあり方が、実は自治基本条例をつくるか否かという議論を通して、問われていると感じた。

　　また、私も、この報告書を今後県はどう生かしていくのか、今後のスケジュールなどについて、考えがあれば伺いたい。
○　鈴　木（光）委員

　　私は、一人ひとりのレベルから自治をするという慣習をルール化していく必要がある、そのために自治基本条例が必要なのだということを最初から申し上げてきた。団体自治は比較的スムーズに上手にやっているが、住民自治がなかなか追いつかないという状況があって、住民自治については、全国レベルでいうと栃木県は下の方のランクだろうと考えている。こういった点について、しっかりと検討する必要があると思った。

　　ただ、人は財産、資源だということは、特に栃木県の場合はそうだろうと思う。一人ひとりの責任と自覚ということを、自治基本条例の制定に至るまでに、フォーラムなど啓発を進める中で、きちんと訴えていく必要があると感じている。

　　その中で一つおもしろい仕掛けとして「協働」という考え方が出てきている。これは新たな自治の仕組みにかなり影響を及ぼすので、協働のあり方、進め方についても大切に考えてほしいと思う。

　　団体自治と住民自治ということでは、格差は団体自治の中にもあるし、住民自治の中にもあるけれども、トータルで考えると、住民自治のところで一人ひとりからきちんとやっていかないとだめだろうというのが、終始一貫した私の考えである。いろいろな市や町で自治基本条例がつくられているが、団体自治の中でも様々な格差があるとすれば、条例をつくる意味があると思う。また、県レベルでもつくる必要があると思う。

○　増　渕　委員

　　これほど活発な意見交換が行われた審議会は他にないのではないか。様々な議論ができて、大変うれしく思っている。

私は今まで申し上げたとおり、一貫して、自治基本条例の必要性を感じていない。今、鈴木委員が言われた「協働」、言葉を代えて言うと「もう一つの公」といったことについても、そこまで県民の意識が高まっているのか、もう一つの公を担うまで高まっているのかというと、残念ながら、それほど高まっていないと言わざるを得ない。条例をつくるにしても、かなり時間をかけて啓蒙等いろいろなことをやらなければいけないのではないか。そういう意味で、早急にスケジュールを立ててトントンと進んでいくことは好ましくないと思っている。
先ほど吉谷委員、鈴木委員から出た市町村格差の問題については、確かにその意見はもっともだと思うが、逆に私は宇都宮の住民であり、宇都宮市の生き残りのためにはどうしたらいいかということを常に考えている。その際に、宇都宮市は足利市や大平町を視野に入れて行政をやっているのではなくて、首都圏の例えば東京２３区の各区がどのような行政をやっているかを見て、それに負けないだけの行政サービスを備えないと首都圏から人を呼べないということで行政に取り組んでいる。その自治体毎におのずと目指すところは違ってくる。それを一律にしろというのはなかなか難しい。その面からも、県が条例をつくって一律にキャップをはめることは大変難しいことではないか。条例をつくるに至るまでの難しさだけが私の頭の中に現在残っているという心境である。
○　吉　谷　委員

　　将来、自治基本条例ができるかできないかはわからないが、道州制の導入が議論されていて、県の存在が危ぶまれる時期が例えば３０年後に来るかもしれない。そういう時期は意外に早く来るものだ。３０年後に仮に日本がそういうことになったときに、栃木県はどこと組むのかということになると思う。
全国で百万人以下の県が今６県ある。鳥取県が一番少なくて６０万人、徳島県でも８０万人を切るなど、非常に小さい県も多いが、県とは何かというと、市町を束ねる機関であるという意識を私は強く持っている。そのために県議会議員は地域の代表として集まってきている。
以前、日光市の選挙区と今市市の選挙区を一緒にして県議会議員を２人にしようという議論が始まったときに、私は反対した。これでは日光市に県議会議員はいなくなってしまうからだ。行政の区域は人口だけではなく、面積、地域の広さも大事だ。それをきちんと整理して行政的な視野で見なければ地域の発展はない。したがって、私は自分の選挙区ではないけれども反対した。ところが今、今市市と日光市は合併してそのとおりの考え方になってしまったが、やはり行政というのは人口だけで行うものではないという意識を常に持っている。過疎地であっても強い自治体であっても、同じように考えなければならない。県の中に今、３１の市と町がある。真岡市と二宮町が合併するから間もなく３０になる。３０の市町を誰がコントロールするかというと、やはり県だ。県がコントロールあるいはコーディネートしなければ、栃木県全体のレベルアップはできないというのが私の持論である。
今、栃木県の人口は４７都道府県の中の２０番目ぐらいの位置にあり、工業生産、農業生産についてはひとけたに入りつつある。「どこにあるのか栃木県」と、福田知事は謙遜して言っているが、そんなことはない。島根県と鳥取県、栃木県と群馬県でどちらが右でどちらが左かというときに、少なくとも４千万人が関東にいるのだから、４千万人の人に聞けば栃木県と群馬県がどこにあるか知っているはずである。日本の人口の３分の１が関東にいるわけだから、私は、栃木県がその中の中心的な存在一つであってほしいとかねがね思っている。したがって、自治基本条例ができたときには、その条例に基づいて栃木県全体の調整ができるという機能を持たせたいという気持ちがある。県の自治基本条例というのはそういう機能を持たなければ意味がないと思う。
それぞれの自治体にはアイデンティティがあるので、それぞれの町の特性が出る、つまりこの町は医療、福祉に関してはいいというようなことを言える町と言えない町という差が出るのはやむを得ない。しかし、少なくとも日本の憲法第２５条で最低限の生活権、生きる権利を認めているのだから、宇都宮市と隣の町が同じでなくてもいいとは思うが、最低の生活、基本的なものは共通していなければならない。そのコーディネートは県がやるべきだという考え方を持っている。そういう意味での条例であってほしい。今は総論の段階だが、各論になった場合はそういう思いを条例の中に込めてもらいたいと思っている。

○　和　田　委員
　　吉谷委員と思いや基本は一緒である。ラストリゾートとして最後に守ってくれるのは行政だ。ただ、その手段のところで恐らく意見の違うところがある。いろいろな行政サービスを一番低い水準で甘んじなければいけないところを、格差是正という言葉で吉谷委員は言われたが、私としては、もう少し個別に、きめ細かく見られるシステムを県としてつくってほしいと考えている。
そのためには、県がきちんとした行財政運営をすることができなければ絵に描いた餅になってしまう。栃木県の住民ニーズとしては、公平、公正をまず求めており、横並び意識が強いのではないか。こういった県民のニーズを生かす一番重要なものである自治基本条例として、それぞれの住民の意識を反映して、公平で公正なものを反映するような枠組みをこの報告書は提案できていると思う。

　　ただそこで、住民の自治、住民の意識をそのまま反映するということになると、住民のニーズそのものがそのまま上がってくる。市民益というのは、例えば宇都宮市の市民益と那須烏山市の市民益はやはり対立するし、県民全体の利益と個々の市民の利益が対立する部分はどうしても出てくる。それを県の財政で調整するというのが現在考えられている仕組みだが、残念ながら、県の財政はそういう形での税源配分になっていない。どこから調整のためのお金をとってくるかと言えば、県が現在やっている行政サービス水準を削って確保するしかない。
現在の県は、ここ数年で非常に経常収支比率が悪くなっている。経常収支比率が悪くなって、基金がなければ財政再生団体に落ちざるを得ない状況のときに、経常収支比率の中心になっているのが、例えば小児医療費など市長会や町村会、県議会から上がってきたものだという場合には、これを県としてやめようと思ってもなかなかやめられない。というのは、県議会の意見を聞かなければいけないし、市長会や町村会の意見も聞かなければいけない。そこで対立があっても、みんなで認めて決めた県民に何かを配ることをやめるのは事実上難しいだろう。県として本当は弾力的に財政運営をしていかなければならないが、例えば、この懇談会で我々が提言したように、３分の１条項を導入する代わりに政策懇談会で意見を聞くということになれば、そこから上がってきたものに対して、県全体の財政運営から考えてここはやめなければいけないという判断に議会でもロックがかかるし、政策懇談会でもロックがかからざるを得ない。住民自治が二重ロックをかける形になってしまうので、今後、県としての団体自治をどのように考えるかは非常に気になるところである。

　　県というのは、今は県や国レベルでいろいろ考えているが、例えば宇都宮市をはじめとした県内の企業は、県・国だけのレベルで考えることはない。金融危機が訪れれば、それによって企業行動を変えるようなグローバルな企業がたくさんある。そこに対してどう対応するのか。格差を是正するという福祉の面は考えていかなければいけないが、戦略として景気変動に対して県の産業をどう守っていくか、県の産業のないところには産業をどう育成するか、それは県として考えていくべき問題であって、本来はそちらに資金を動かしていくべきではないか。県財政でいろいろなことをそのまま調整するという考え方には、もう一工夫入れる必要がある。こういったことは、そのまま条例に盛り込むと大変だと思うので、その点は検討してほしい。

○　中　村　座長

　　最後に私から懇談会を終了するに当たって一言申し上げる。
各委員の助けがありここまで到達することができた。毎回、各委員の発言にそれぞれの領域でのトップランナーとしての迫力を肌で感じることができた。基礎自治体の首長として行政職員を率いて住民生活の向上に日々奮闘されている吉谷委員と鈴木俊美委員。二元代表制の一方の核であり、まさに県という広域自治体の議会において住民代表として日々栃木県全体を見据えて尽力されている増渕委員と一木委員。近隣社会・コミュニティにおける協働の実践を通じて、ボトムアップ型で自治を県域全体に浸透すべく努力されている鈴木光尚委員。県の経済活性化の要である経済同友会の強力な組織を通じて、企業活動・産業活動・市場活動といったまさに民の視点から、行政の改革と社会の向上を見据えて活動を続けておられる亀田委員。アカデミック領域の委員として行政活動をめぐる豊富な経験を持ち、法学の見地から行政サービスのあり方や正当性を追求されている井上委員。政策学・行政学の視点から、常に住民参加と権力が提供するサービスの均衡点を探りつつ、常に鋭い論点を提起された児玉委員。財政学の視点から、住民にとって、行政にとって、議会にとって、そして県民にとって幸せとは何なのかを常に見据えておられる和田委員。まさにプロフェッショナルな個性派集団というべき委員の方々に囲まれて毎回の懇談会を重ねられた喜びを一研究者としても大変実感している。

　　また、事務局には、全国的に見て、内容、論点の提示、網羅性といった点での研究報告書を２年前の６月に庁内の研究会を通じて出してもらった。以来、この懇談会で議論を行う上でも非常にそれが手助けとなった。また、懇談会毎にまとめた検討の論点、論点に対する考え方そのものが議論の羅針盤になった。事務局のバックアップに対して感謝したい。
　　アメリカのサブプライムローンの破綻を契機として、金融危機が日本に押し寄せようとしている。これは私の見解だが、総選挙が決まらないという日程の迷走、政策を論じるよりも政権をとることを第一義に置きながらの国会での駆け引きは、国家のサービスの機能として非常に危ういと思っている。公的資金の投入が当たり前のようになっているが、生じた財政赤字はどこが返すのか、どういう責任で返していくのかという議論が世界的になされていない。こういうグローバル経営の破綻のときに国家というものは今後非常に内向きになっていって、国家間の摩擦につながっていくのではないか。国家は溶解していくかもしれない。そういう中で県という存在は、それを構成する市町村を考えた場合に非常に重要な存在だと思っている。こういう時代の流れの中でこそ、地理的にも本州の中心に位置し、産業といろいろな自然と人々の豊かさというバランスのとれたこの栃木県が、今こそ自治基本条例に向けて踏み出すべきではないか。最後の感想として、時代が栃木県の自治基本条例を要請しているのではないかということを強く思った。
　　この集まりは散じて、今度はそれぞれの領域でそれぞれの活動を進めるということになる。今後、こういうメンバーが全て揃って何かをやる機会はないと思う。しかし、たとえ間接的であっても、それぞれの方々がそれぞれのネットワークを通じて、自治基本条例に向けて段階的、前向きに取り組んでいけたらいいと考えている。その結果はどうなるかわからないが、私も一研究者として全力で向き合っていきたいと考えている。

　　最後に事務局から、先ほどの質問についてはいかがか。

○　佐　藤　総合政策部長

　　今後、どういうことに取り組むのかという質問があった。知事選挙まであと１カ月だが、現知事のマニフェストの中では、「とちぎの新しい自治をつくる」という項目を立てて、「条例制定に関する環境づくりと段階的な取り組みをしていく。具体的には、県、市町、議会等とともにさらなる議論をして県民の機運の醸成を図る」という内容となっている。いずれにしても、具体的に何をどう進めるかは選挙後になるのではないかと考えている。
本懇談会の開始時に、知事から、「広域自治体である県に自治基本条例が必要なのかといった点も含め、住民自治充実の観点から幅広く議論を尽くしていただき、加えて、栃木県の特性を踏まえた、栃木県ならではの条例のあり方についても、忌憚のない自由な意見をいただきたい」という挨拶があった。懇談会においては、まさに条例の必要性をはじめとして、県政運営の基本理念、県と市町村の役割分担といった条例の規定内容、さらには県税の使途を県民が選べる制度、いわゆる３分の１条項、先ほどの地域間格差の問題など、幅広く議論をしていただいた。また、現在、地方分権改革が進められている一方、市町村合併の取組や道州制の議論も同時進行している。今後、国と地方のあり方、広域自治体と基礎自治体のあり方が抜本的に見直されることも想定される。報告書は、このように統治機構が大きく揺れ動く中において、広域自治体である県レベルで住民自治型の自治基本条例を制定するためには、地方分権改革の動向等を見据えるとともに、広く県民各層への情報提供や意見の集約に努めることはもとより、県内市町や県議会とも十分に協議を行うなど、制定に向けた環境づくりに努めるべきであると指摘し、そのための段階的な取組の具体的事例も示していただいた。

　県としては、現状においては、いただいた意見を活かしながら、今後とも市町と十分連携を図り、自治の充実と個性豊かで活力ある地域社会の実現に努めていきたいと考えている。
○　西須　政策調整監
　　以上をもって当懇談会を終了する。
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